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ABSTRACT
　Under mandatory arrest and prosecution policies, however, there is a danger 
that the criminal justice system will focus on increasing the number of arrests 
and prosecutions of domestic violence perpetrators and not on the goals of safety, 
gender equality, and autonomy. Victims of domestic violence often do not want 
to testify in court, and if they do, they often recant and/or testify on behalf of 
their attackers. To effectively create system interventions that are responsive 
and accessible to all victims, system actors must confront the central issues that 
nourish victim ambivalence. 
はじめに
　米国においては，ＤＶの加害者について刑事責任が負わされており，その責
任追及過程において刑事裁判が行なわれる。これらは被害者からの訴えに応じ
て検察官が手続を進めるわけであるが，被害者が加害者の脅迫による影響を受
けたりあるいは将来の暴力による報復を恐れ，訴えを取り下げることがよくあ
る。こうした事態に対処するためにノードロップ政策が採られ，被害者の意思
にかかわらずに検察官は訴追手続を進行することができる。これは，一面では，
被害者が加害者からの脅迫を受けていたとしても訴追が取り下げられることが
ないために，そのことは被害者の利益に資すると考えることもできる。しかし，
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反面，被害者不在の訴追となるためにそのことから様々な問題が生じる。ある
いは，被害者の意思を無視して訴追を続けることはかえって被害者の安全を損
ねる結果になるという主張もなされている。
　そこで本稿は，そのような被害者不在の問題についてさらには被害者の意思
を尊重することの意味について考察しようと考える。第 1節では，被害者が法
廷において証言を拒否したりあるいは加害者に有利な証言をしたりすることに
ついて述べ，第 2節では，訴えを取り下げようとする被害者に対する裁判所の
対応について述べ，第 3節では，被害者の意思にかかわらずに訴追を進行させ
る強制的介入政策について述べる。さらに第 4節では，被害者の意思を尊重す
ることの意味について述べ，第 5節では，被害者が意思を表明することの重要
性について論じる。被害者の意思を尊重する前提として，被害者は真に自由な
意思決定ができなければならない。そのためにはまず被害者の誰からの圧迫も
影響も受けない自由な意見表明ができることが必要である。本稿ではその自由
な表明や自由な意思決定の可能性について考えていく。
1．被害者に対する不信
1）被害者の目標と司法の目標との乖離
　ＤＶの被害者に対応するとき，暴力の関係の複雑さを知らされることになろ
う。政策立案者が最初にＤＶのケースに介入しようと決めたとき，彼らは被害
者が保護を求める必要性について複雑であるとは考えていなかった。しかし，
法関係者が被害者個人に対応し始めたとき，彼らは暴力のダイナミクスの複雑
さを知ることになる。システムの関係者の目標と被害者の目標とが大きくかけ
離れることと，ＤＶの被害者の行動が他の刑事事件の被害者の行動と一致しな
いことから，法関係者はＤＶに介入するにあたって被害者は信用できる相手で
はないと結論してしまうこともあるようである。
（1）
　法システムの中にいる人々のほとんどは，ＤＶの被害者を虐待の関係から離
脱させることによって，さらなる暴力から保護しようとする。法関係者はＤＶ
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問題に対面したとき，パートナーから暴力を受けている被害者は保護を必要と
しているとストレートに考えてしまう。検察官，警察官あるいは裁判官は加害
行為と解決方法に焦点をあてるだけの狭い見方をしてしまい，加害関係のダイ
ナミクスに触れようとしない。
（2）
　ＤＶの被害者たちは，経済的な理由や，報復されることへの恐れ，離れるこ
とについての情報の欠如，パートナーが考えなおしてくれるといった望みなど
の様々な理由から，加害者との関係から離脱しないことが多い。だが，そのよ
うな逃げ出さないという行動が，他の刑事事件における被害者の行動と一致し
ないため，システム関係者たちは被害者のことを，よくて信用できない悪けれ
ば不正直であると決めてしまい，被害者抜きでプロセスを進行させてしまうこ
とになってしまうようである。
（3）
　被害者が逮捕や訴追を求めるときの第一の目標は，加害者に警告を送ること
であろう。暴力の関係からの圧力を受けることなく経済的な安定を求めるため
の時間を被害者は得ようと試みる。訴追という手段を用いてパートナーから譲
歩を引き出そうとする。
（4）
だが刑事法による処罰は，加害者の過去の行為に対し
て向けられたものであり，被害者の将来において負うであろう負担……プロセ
ス進行のために時間や労力を費やされること……を考慮しているわけではな
い。被害者にとっては加害者を処罰することについての優先順位は低い。この
ように法システムの目標や優先順位と被害者のそれらとが一致しないために，
法システムの関係者たちは，被害者の行動に苛立たされることになるであろう。
（5）
　また，法システムの関係者からすれば，被害者の行動は二律背反，さらには
司法システムに対し悪意を抱いているとも採られかねないこともあるようであ
る。被害者は保護命令の申立てを取り下げたり，あるいはすでに出されている
保護命令の取消しを求めることがよくある。また，刑事事件において訴えを取
り下げるように検察官に求めたり，証言を拒否しあるいは加害者に有利な証言
を行なうこともある。さらには刑事手続の進行に協力することを拒否する者も
いる。このような場合には検察官は召喚状を発し，被害者に対して証言を強制
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することになるであろう。
（6）
　さらに，民事あるいは刑事における手続進行に積極的に協力することを望ん
でいる被害者ですら，証人あるいは訴訟当事者として信用できないとされてし
まうこともあるようである。トラウマに悩まされているために，受けた暴力に
ついてほとんど記憶していなかったり，度重なる暴力を受け続けてきたため，
それらの暴力を適切に区別して説明することができなくなっていることもあ
る。
（7）
また十分に証言できる被害者ですら，法システムの関係者を落胆させるこ
ともある。怒りを顕わにする被害者や無表情な被害者は，加害者の責任を追及
しようとしている法律家にとっては厄介であろう。
（8）
　このように，ＤＶのダイナミクスに関して不慣れな法関係者から見れば，被
害者の行動は理解しかねることが少なくないようである。これらの不可解とも
思える行動は，暴力被害女性シンドローム（Battered Women’s Syndrome：以
下ＢＷＳと略す） や実力支配モデル（Power and Control Wheel Model：以下
the Wheelと略す）によって説明されている。
2）被害者の不可解な行動についての説明
　ＢＷＳとは，なぜ被害者が暴力を受ける関係にとどまるかについて，激しい
暴力を受け続けたことにより「擦り込まれた無力感（learned helplessness）」
という観点から説明するものである。擦り込まれた無力感とは，自分の意思決
定が自由にできないことあるいは自分の利益になることを考えることができな
いという状況に置かれていると説明される。
（9）
　ＢＷＳはＤＶの被害者の支援者たちにとっては大変有益なものであろうと考
えられる。ＤＶの被害者の非合理的とも思われる行動を説明でき，そしてなぜ
被害者が自分の利益に反するような行為をするのかについての様々な理由につ
いて科学的な支持を引き出すこともできると考えられよう。
　しかし，ＢＷＳの効果は全体としてはポジティブなものではないと主張する
論者もいる。この論理（ＢＷＳ）が法廷においてうまく機能することができた
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としても，この論理によって被害者に対する信用は毀損されてきたと主張す
る。
（10）
この理論は被害者女性を無力で屈従的で信用できない相手であるとしたイ
メージを強調し，さらには陪審員をして，被害者は非合理的で無能で精神的に
悩まされているとラベルし，被害者を無能な者として特徴づけてしまうことへ
と導いてしまうであろうと主張する論者もいる。
（11）
　次に，the Wheel はＤＶについて説明するにあたって批判的な手法として広
く認識されているようであるが，この論理もまたＤＶの被害者について，自分
の利益に従って行動できない者としてのイメージを強調するものであると主張
する論者もいる。the Wheel は加害者の多くの支配的行動によって被害者は圧
倒されてしまっているとする。裁判所もこの考え方を許容し，被害者が暴力の
関係から逃げようとしないあるいは問題が起きたことすら否定するといった不
可解な行動にいての説明を含め，ＤＶの訴追における被害者の非合理的とも思
える行動についての説明を受け入れている。
（12）
　The Wheel は，被害者の一貫しないとも思える行動についての説明を助ける
ものではあるが，被害者の行動が合理的であるとするものではない。
（13）
この論理
は，被害者の個人としての自己決定をなす能力を減じるものであり，それは被
害者は信用できない者であり訴追に必要な協力を得ることは困難であるという
メッセージを強調するものであると主張する論者もいる。
（14）
　これらの主張のようにＢＷＳや the Wheel は，自由な意思決定が行えず司法
プロセスに十分に協力することができなくなってしまっている女性を助けるた
めに現れたはずであったわけであるが，それは反対に被害者女性を信用できな
い者と看做してしまい，女性の自由な意思決定や自律を破壊してしまっている
という主張が見受けられる。被害者の加害者に対する恐れなどから，法廷に出
頭することあるいは証言することを拒否する被害者，さらには訴えそのものを
取り下げてしまう被害者もいる。このような被害者を保護・救済するためには，
被害者不在のままでプロセスを進行させることが必要であると考えられてき
て，そのためにノードロップ政策が採用されたと説明されている。
（15）
だがこのよ
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うな政策の影響や効果そして結果については賛否両論が見られる。それらはこ
の政策の影響・効果・結果等について考察しているものであるが，この政策を
採用すること自体と被害者の自由な意思決定や自律との関係についても検証・
考察されなければならないであろうと考えられる。訴えを取り下げることによ
り，被害者は保護・救済されなくなるとも主張されるが，被害者の自由な意思
決定や自律を害することになるかも知れないことも考えなければならない。ま
た，被害者が訴えを取り下げるのは，加害者に対する恐れ，報復に対する恐怖
等様々であるから，それは被害者の真に自由なる意思決定であるということは
疑わしいとも考えることができるかも知れない。それならば被害者が真に自由
に意思決定できるためには，何が必要か何を改めなければならないかどのよう
なサポートが必要か等を考えていかなければならないであろうと考える。
2．裁判所の対応
1）保護命令取消の求め
　裁判官は心理的社会的論理そして信用できない被害者を見てきた経験により
かなりの影響を受けている。このような影響は，民事・刑事の事例においての
信頼性についての判断に影響するのみならず，被害者が民事上の保護命令の取
消を求めるにあたっての動機を否定し始めた。このように被害者の動機を否定
することは，必要的介入に対してと同様に，矛盾したメッセージを表している；
ＤＶは重要な社会的問題ではあるが，その被害者はこの問題に対応する際の消
耗品的な存在にすぎない。
（16）
　例えば，保護命令を受けて夫と別居し働き始めた女性の例を挙げると，彼女
には小さい娘が一人いるために，働きに出るときにはシッターを雇わなければ
ならない。その費用の捻出のために勤務時間を増やしそれは夜間にも及んだ。
夜間のシッターの費用はより高額であるために，彼女は別居の夫と相談し夜間
は彼に来てもらって娘を見てもらうことにした。だが，保護命令の対象となっ
ている者を家に入れることは，保護命令違反となる。それを避けるためには，
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彼女は仕事をやめ生活保護を受けるしかない。そこで彼女は保護命令の取消を
求めた。だが，裁判官は暴力が続くことを懸念し，彼女の要求を拒否した。彼
女は仕事をやめることを余儀なくされ，10ヶ月の保護命令の期限が切れるま
で生活保護を受けることとなった。10ヶ月後に彼女は職場に復帰できるであ
ろうか？
（17）
　ＤＶの事例において裁判官は，派生する安全についての問題という高いリス
クを持った事例に直面する。裁判官の被害者の安全についての懸念は，保護命
令を発するときよりそれを取消すときにより大きなものとなる。結局，裁判官
は被害者はリスクにさらされていると判断する。法的な枠組みには，命令の取
消を求める際の動機についてのガイダンスが定められていない。首都特別区
（District of Columbia） では（他の 50州の同様の法的救済についての例として）
被害者は民事上の差止命令（injunction） を求める資格を有するが，被害者は
加害者とほとんど接触することができない。
（18）
この命令に違反したときには，刑
事上の侮辱罪あるいは軽犯罪として訴追によりこの命令が執行される。
（19）
この法
制度のもと，裁判官には申請者が保護命令の取消を求める動機を認めるか否定
するかについて自由な裁量が与えられている。
　また州の保護命令についての条文の多くは，取消の動機については規定して
おらず，司法的命令を取消すにあたっての裁判官の専権を許している。
（20）
保護命
令の取消について規定している州法においても，その動機について裁判官が判
断する際の規準を定めておらず，あるいは定めていたとしてもなお裁判官に広
い裁量を認めている。
（21）
このため申請者は取消と求めるにあたって十分な理由を
示さなければならないことになる。
　被害者が保護命令の取消を求める理由は様々である。問題が解決するより前
に争訟を放棄するに至る理由について考えなければならない。別居したあと，
彼女は経済的な事由や子どものケアの責任といった別居生活をやりくりするに
はとても困難な問題に気付かされる。そして彼女は，同居することによりもた
らされる害悪のリスクと命令を取消すこととをハカリにかけ，そして取消すこ
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との方がより安全であると結論づける。
（22）
そこでもはや保護命令の執行を望まな
くなった被害者は，保護命令を守ることを控えたりさらなる司法的介入を避け
ようとする。だが，加害者が保護命令に違反することを許容した被害者に対し
て，裁判官は有罪を言い渡す。
（23）
このように保護命令違反に対して有罪とされる
ことが知れ渡ってくるにつれ，被害者は保護命令を無視することよりそれを取
消すことを求めるようになっていくであろう。
（24）
　このように法律の遵守よりも生活の維持といった厳しい重圧によって，被害
者は法律に保護・救済を求めることを断念せざるを得ないという状況がひろく
いき亘っているというのが実情であると推定されよう。このような法律上の要
求と事実上の負担とが衝突するとき，実際には後者の方を採らざるを得ないと
いうのが多くの被害者にとっての現状であると推察されるが，裁判官にとって
はそのような事情に基づく動機を判断する際の基準が定立されていない間は，
やはり法条文にしたがって判断せざるを得ないと考えられよう。だが，基準が
条文に書かれていないのであれば，法の欠缺を補うのは裁判所の役割であるか
ら，判例の積み重ねにより基準を少しずつ創りだしていくことが期待されよう。
2）保護命令取消についての判断
　保護命令が出されている期間中に，被害者の方から加害者に接触することは
少なからずあるようである。生活や子どもの養育について話し合うためには，
加害者との接触は避けられないであろう。しかし，この行為は保護命令違反あ
るいは加害者が保護命令に違反することについて幇助ないし教唆したこととさ
れ有罪になることもある。それを避けるためには保護命令を取消すことが必要
となってきそうである。そのような場合，その取消を求めるについての被害者
の動機は，真に自由な意思によるものと言えるであろか？例として，1995年
の New Jersey最高裁の判断では，禁止命令を撤回するについて被害者が同意
したときには，それは被害者が自発的にそうしたのであり，裁判所はそれ以上
の考察や分析なしに命令を取消すべきである
（25）
と判示した。しかし，1990年代
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における New Jerseyの下級審の判断には，取消す動機を自動的に認めること
を禁止したものもある。原告と被告との双方が出廷し以後の進行なしに争訟を
終わらせると求めたのであれば，それ以上の分析は行なわれるべきではない。
そのような状況においては争いについて最も緊密な当事者個人が，法的手続の
進行を終わらせると決意したのである。だが，そのような形式的な調停に基づ
く命令の取消と肯定するのではなく，調停での状況を分析すべきである。最初
に保護命令を発したときの評価に用いられた情報の全てと同様に，当事者間に
おける状況の変化についても分析すべきである
（26）
とした。
　その後，ＤＶについての精神的社会的論理の影響を受け，New Jersey の最
高裁は 1998年 Stevenson 判決において，被害者の命令と取消を求める動機に
ついて判断を行なった。原告は，自分の子どものケアについて夫の参加を求め
たいので，彼との関係を考え直して保護命令の取消を裁判所に求めた。この動
機について考慮するにあたって裁判所は従来の解釈を変更し，条文の求める十
分な理由について原告・被告双方に適用すると判示した。そして，十分な理由
が存するか否かを判断するにあたって最も関係のある要因は，被害者の加害者
に対する客観的な恐怖であると判示した。
（27）
しかし，裁判所はＤＶのダイナミク
スと被害者の判断について論議した後，原告の主観的な分析を採用すること
を拒否した。彼女は加害者の悔恨に影響されているため合理的な考慮をして
いないであろうと示した。そして実力支配のダイナミクス（power and control 
dynamics）を引用し，被害者の主観的な恐怖は危険を示すものとして信用で
きないと判示した。
（28）
裁判所は最終的に将来の暴力についての客観的な恐怖の存
在を認め，そのような場合には裁判所は命令の取消を求める動機を否定しなけ
ればならないと結論づけた。
（29）
一年後，I. J. vs I. S.において，裁判所は十分な理
由の基準を原告に課すべきではないとしている。民事の事例においては，被害
者の主張を額面通りに採用すべきであり，原告の役割についての考慮は重要で
ないとした。
（30）
　これらの事例は，被害者が保護命令の取消を自発的に求めてきたときの司法
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判断についてよく表している。裁判官はＤＶ被害者の支援者や社会論者からの
情報を得て，虐待を受けた被害者を保護する義務ないし熱意に駆り立てられる。
被害者を危険な状況に戻すことよりむしろ被害者の要求を撥ねて保護命令を維
持することを好む。被害者が危険に貶められることを阻止しようとする。ここ
で，被害者の個人としてのリスク評価と原告として証言し自己の主張を論証し
なければならない訴訟当事者としての判断という相違が生じてくる。
（31）
　そのようなとき裁判官はどちらを重視するのか？被害者が証言を行なうとき
加害者に有利な証言を行なうという例を，法関係者は多く見てきている。そう
であるならば，法関係者は被害者の証言を重要視しないことになるかも知れな
い。だとすれば，被害者の個人としてのリスク評価というのはどのように判断
すればよいのであろうか？それをどのようにして知るのか？知ることができる
のか？知ることができたとしても，それが真に自由な意思によるものかはどう
判断するのか，さらにその判断に基づいて決定を行う際に，誰（どの）アクター
の考えを重視するのか？被害者個人か，裁判官か，それとも他の専門家か？ま
た被害者の最善の利益（best interest）とは何なのかについても考察し明らか
にしていかなければならないと考える。
3．強制的介入の効果
1）被害者の意思と被害者の利益
　必要的介入の政策は統一的な目標を達するために設けられたものであって，
被害者それぞれあるいは事例それぞれについての多様的対応をなすわけではな
い。また，たとえ法システム関係者が被害者の安全を考えて動こうとしても，
あるいはたとえ警察官や検察官が被害者の個人的な安全にコミットしようとし
ても，財政的な制約によって，より達成が容易な数量的な成果に第一に焦点を
あてるように押されてしまう。そのようなやり方で，警察や検察はうまく職務
を遂行できたとしても，長期的にみればそのようなやり方は効果がないかも知
れないし，あるいは実際には被害者の安全をかえって減じてしまうかも知れな
41ＤＶにおける強制的介入と被害者の意思
い。必要的逮捕やノードロップ訴追そして民事上の保護命令取消の拒否がうま
く機能するかどうかを分析するにあたっては，被害者の安全というＤＶ被害者
や法システムの関係者の当初の目的に焦点をあてるべきであり，これらの介入
政策が加害者の暴力から被害者をいかに安全に保つことについて効果があるか
について見定めるべきであろう。
（32）
　必要的逮捕においてその抑止的効果は，加害者が刑事法システムの関与を受
けることにより社会的あるいは職業的地位を失うという立場にあるときのみ効
果があると言われている。きちんと定まった職に就いている者であるならば逮
捕されることにより自分のキャリアを危険にさらすことになるが，定まった職
に就いていない者については，逮捕することは実際には暴力を増強させること
になるであろう。
（33）
　ノードロップ訴追と裁量的訴追との効果を分析した研究によると，加害者を
逮捕訴追することは被害者にとって利益となるように見えるが，加害者が逮捕
されず起訴もされないときに比べて，被害者にとってよりよい効果ないし結果
をもたらすとは言うことができないとするものもある。訴追を中止することは
被害者をリスクにさらすかも知れないが，被害者に訴追の取下げの自由を許容
することの方が安全についての機会を与えることになると主張される。
（34）
訴追に
ついての裁量があり，そこに被害者の意思決定が反映されるときの方が被害者
はより安全であるとうい分析もある。
（35）
また逮捕や訴追が行なわれることにより
暴力が激しくなる結果になるという被害者自信の評価はしばしば正確であるた
め，被害者の意思を重視する政策を採ることによって暴力を減じさせようとい
う提案する論者も見られる。
（36）
　必要的介入によりもたらされる意味は，事例ごとに被害者の要望に向き合っ
て異なって解釈されるべきである。ひとつは，法的強制介入政策は，被害者は
合理的な判断ができないであろうという意味を表している。被害者の法的手続
進行についての要望が退けられたとき，彼女は自分が適正な判断力に欠けると
思われたと結論づけるかも知れない。
（37）
ある論者によると，強制的介入政策は，
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被害者女性を弱々しくて非協力的で精神的に病んでいてそしてあるいは決断力
のない者として扱ってしまうと主張される。
（38）
このような安易な考え方は，被害
者を法的手続進行を決める役割から排除してしまうことになるであろう。
（39）
　いまひとつの意味は，この政策は法システム関係者や裁判官を，被害者の利
益に沿った決定をなすにあたってより能力があるということを表している。法
システム関係者や裁判官が自分たちの考え方や方法をＤＶ問題を扱う際に課す
のであれば，被害者は自分より彼らの方が優先されていると結論づけてしまう
かも知れない。検察官は自分たちのシステムが正しいと信じているから，それ
を被害者に適用することがよい結論を導くと考えているであろうが，あるいは，
保護命令の取消を認めない裁判官も同様であろうが，自分の意思を否定された
被害者にとってみれば，それはパターナリズムであり個人を尊重していないと
解釈するかも知れない。
（40）
　反対に，強制介入政策や保護命令取消の拒否は，法システムは積極的に被害
者を暴力から保護するという意味を伝えている。被害者は真に保護を受けるこ
とを欲しているのであるが，加害者からの強制による効果のため，訴追を取下
げあるいは保護命令の取消と求めることがしばしばある。裁判官が被害者の意
見を十分に聴き，被害者が取消を求める理由が加害者からの強制であることを
知ったならば，裁判官は取消を認めないことによって加害者に対し，裁判所は
加害者の強制によって操られないというメッセージを伝えることができる。強
制介入政策や保護命令取消の拒否による対応により，被害者は保護下にあると
いうことによる抑止力を与えることによって，加害者を柔和させることができ
るかも知れない。
（41）
　だがやはり，フェミニストたちは，強制介入政策は女性たちから彼女たちの
代弁者と自律を奪い，被害者の要望を州の意思に置き換えようとするものであ
ると批判する。州の法律関係者が被害者の声を沈黙させるようなメカニカルな
政策を押し付け，女性たちの声を黙殺しようとしていると批判する。
（42）
　これらの例が示すように，強制介入政策や保護命令取消の拒否は，被害者の
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意思を軽んじるものとして批判が強いようである。だが，裁判官が被害者の意
思を十分に聴くことができるのであればこの政策も十分に機能するという主張
もある。被害者は真に保護を受けることを欲しているにも拘わらず，加害者の
強制や脅迫によりその意思とは反対のことを表明することがしばしばある。こ
のようなときには，被害者の「真の」意思が反映されたとは言えないと考える
ことができよう。ここで問題は，裁判官が十分にあるいは適切に被害者の「真の」
要望ないし意思を聴き出すことが可能であるかどうかということである。裁判
官や他の法律関係者は，時間・費用その他のリソースの不足により，そのよう
な聴き取りを十分に行なうことが困難であろうと推測されよう。このような問
題は事実上の問題であるかも知れないが，無視するにあまりにも大きな問題で
あると考えられよう。このように被害者の真の意思を知ることができるかどう
かが，被害者の保護・救済にとって最も重要な要素となってくると考えられよ
う。真の意思ではなく強制されて表明した意思表示であるなら，それは自由な
意思とは言えないのであるから。法的手続を進行させるにあたって被害者の自
由な意思を尊重するためには，その前提として被害者が何者からも強制や影響
を受けずに真に自由な意思を表明できる状況を創り出すことが必要であると考
える。
2）被害者自身によるリスク評価
　ある研究によれば，介入政策を進行する際に被害者を排除するのであれば，
被害者の安全を効果的に保障することができないことが示されている。ひとつ
は，被害者不在での強制介入政策は被害者の安全を確保できるかどうかが証明
されていないこと。いまひとつは，被害者こそが加害者の将来の暴力を予想す
るにあたって最も適した位置にいるということである。
（43）
今までの法的介入政策
は，被害者を法システムに入れないことによって被害者の二律背反の問題を避
けようとしてきたが，むしろ被害者の参加を促進することによって，この二律
背反について明らかにしていくべきである
（44）
と主張される。すべての被害者に対
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応できアクセスできる効果的な介入システムを創り出すために，法システム関
係者は被害者の加害者による報復に対する恐れ，加害者への経済的依存，加害
者による強制や支配，被害者の法システムへの不信などからくる被害者の二律
背反を助長するような問題の核心に取り組まなければならないと
（45）
主張される。
　被害者を含めた方法での最も効果的なやり方でＤＶに取り組むことを始める
ために法関係者に必要なことは，司法システムの目標との関係におけるパラダ
イムのシフトである。加害者を有罪にするとかあるいは保護命令を発すること
によって被害者と法システムの関係を終わらせるのではなくて，私たちの最終
の目標は被害者の安全であるのだから，被害者が離婚しようと考えているのか，
どのような支援を求めているのか，どのような扱いを受けることを望むかにつ
いて法システムとの可能な限りの相互関係を被害者に提供することによって，
目標に近づいていくことが必要であろうと提唱される。また，刑事あるいは民
事の司法システムの関係者たちは，法律以外のリソースや他の研究に触れる機
会が，通常はないので，医療や健康に関する専門家を招いたトレーニングを進
めるべきであろう
（46）
と主張される。
　被害者の意思を尊重することは重要であると考える。しかし，司法関係者は
被害者の意思を知るについて十分に効果的な位置にいるわけではないのかも知
れない。そのようなときには，法関係者以外の他の領域の専門家の参加も必要
になってくると考えられよう。そのためには，どのような専門家を参加させど
のような方法を行なっていくことが効果的であるかが重要になるであろう。被
害者の真に自由な意思を適切かつ効果的に聞きだせるあるいは伝えることがで
きる者はどのような者かについて考えていかなければならない。
4．取消を求める被害者への対応
1）保護命令の取消について
　保護命令を申立てた者が，加害者がその命令に違反することについて合意で
きるか否かという問題が生じる。被害者が生活や子どもの養育について話し合
45ＤＶにおける強制的介入と被害者の意思
うために加害者と接触することはよくあることである。このとき，加害者が被
害者に接触することは形式的には保護命令違反となるが，被害者が接触に合意
しているときには違反とならないのであろうか。あるいは，被害者の意思によ
り保護命令の効力をいわば一時的に停止させることができるのであろうか。こ
の問題について United States v. Robinsonにて裁判所は，条文の意図から判断
して，保護命令によって保護を受けている者は加害者の違反について合意する
ことができないと判示した。この事例において，加害者は彼の妻が違反するこ
とについて合意しているのであるから，この場合「被害者はいない」のだから
有罪とはならないと主張したが，裁判所はこの主張を退けた。この判断は，被
害者へのエンパワー（empower）と法的コントロールとの交差をよく表して
いる。被害者は保護命令を求めてエンパワーを受けた以上その命令を法的に取
り下げない限り，彼女は加害者との関係の態様について自分で決める能力を失
う。
（47）
これは法的手続に関与した者が直面する状況をよく表している。法律はし
ばしば個人を極端な位置に置く。すべてを公的機関に委ねるかあるいはずっと
被害者であり続けるか，と揶揄される
（48）
ところである。
　また州裁判所においてもいくつも次のような事例が見られる。保護命令を求
めた被害者が加害者の保護命令違反に合意したとき，その被害者を違反につい
ての幇助ないし教唆として処罰することができるかという問題について争われ
た。オハイオ州最高裁は，高裁の判断を覆し，保護命令にて保護の対象となっ
ている個人を幇助ないし教唆で訴追することはできないと判示した。
（49）
ＤＶの被
害者を共謀として訴追することを許容することは，立法意図に反することにな
り，そして公共政策の観点からも許容することはできないと判示した。
　反対に，ケンタッキーにおいてはある裁判官は，保護命令の対象である男性
と接触した女性を法廷侮辱としている。保護命令は双方の当事者を拘束するも
のであり，加害者とその被害を受けた者との両方を命令違反で処罰することが
できるとの意見を表明した。
（50）
　保護命令に違反した被害者を処罰するという判断は，裁判官たちは暴力の問
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題を二人の当事者間における私的な問題としてではなく，加害者と裁判所シス
テムとの間の公的問題であるという論理を創設しようとしているといったトレ
ンドの一部であると主張する論者もいる。だが，ＤＶを深刻な公的問題として
認識することは重要であるが，保護命令違反として被害者を罰することは，保
護を裁判所に求めるについて萎縮効果を生じることになるであろうと，被害者
の支援者は主張している。また，子どものケアや経済的事由などの問題が絡ん
でいるとき当事者が互いに接触をとることを全てを否定することは非現実的で
あるとも批判されている。
（51）
さらに，この政策は，暴力が行なわれているにも拘
わらず女性が関係にとどまることがしばしばあることや，精神的，文化的，地
域的そして経済的理由でパートナーのところに戻ることを決意することもある
という現実を無視するものであるとの主張がある。
（52）
　これらのように，加害者が被害者に接触することを許容した被害者が，保護
命令違反として処罰されることもあり得る。だが，ある判例に示されたように
被害者を処罰することは立法意図や公政策に反することになると考えられる。
反対に，ＤＶへの対応は公的問題であるから被害者をも拘束するとの主張もあ
る。また，保護命令違反の加害者は，被害者の合意があることを理由に処罰を
免れることはできないと判示されている。このことについては，「合意は違法
性を阻却する」に照らして疑問がないわけではないかも知れないが，保護命令
を設けた立法意図は被害者の保護にあるのだから，加害者が責任を問われると
いう結論は妥当であると考えられよう。
　だが，さらに進んで被害者をも処罰することについては支持することが困難
ではないかと考える。ＤＶを公的問題であると認識することは重要であるが，
公的問題であるが故に直ちに被害者を含めて双方を処罰しなければならないと
結論づけることは適切であるか疑問であると考えられよう。公的問題であるか
ら，私人は自己の自由な意思で権利・義務を創設あるいは放棄できないという
考えも十分に成り立つであろうが，同時に被害者の保護が立法意図であり公共
政策であるのだから，公的問題であるから故に直ちに双方を処罰できると結論
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するのは適切ではないかも知れないと考えることができるかも知れない。つま
り，公的問題や公共政策の内容についてその内容を十分に検証・考察した上で
それぞれの政策目的・方向性に応じていかなる対応が適切であるかを模索・探
求していかなければならないと考える。
2）ノードロップ政策について
　ノードロップ訴追において検察官は，被害者の証言や協力がなくても訴追を
行なう手続を進めなければならない。推奨者は，この政策は加害者が被害者に
訴追を取り下げるように圧力を及ぼすことを防ぎ，訴追を行なったことについ
て被害者が非難を受けることがなくなると主張する。批判者は，そのような訴
追方法は常に最も効果的な解決になるわけではなく，被害者が訴追しないと決
意するについての被害者の自律や安全に関する懸念を無視していると主張す
る。
（53）
　Crawford v. Washingt
（54）
onの事例において，被害者は警察において被害につい
ての供述を行なったが，裁判所においては婚姻免責によって証言することはで
きなかった。Washington の裁判所は法廷外での供述でも十分に信頼できると
判示したが，連邦最高裁は，修正 6条の対審条項は証人が法廷に出頭すること
を要求しているとして，判断を覆した。
（55）
　このように手続を進行するために証人の法廷への出頭を求めるのであれば，
この判決は，訴追を押し進めようと決意したＤＶ被害者が，ノードロップ訴追
においてコントロールや自律を行使するには，単に司法当局に協力することを
拒否することによってできるということを示したと見ることもできる
（56）
との主張
もある。
　ノードロップ政策には二種類あり，「ソフトな」ノードロップと「ハードな」
ノードロップである。ソフトなノードロップでは検察官が主となって訴追を行
なうが，被害者が協力を拒んでもそのことに対するペナルティはない。だがこ
のような強制的でないノードロップ政策といえども，被害者の意思を完全に尊
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重するわけではない。訴追に参加するかどうかは被害者自身が決めることはで
きるが，訴追手続を進行するかどうかは最終的には検察官が決定する。
（57）
　ハードなノードロップでは，検察官は被害者の希望のあるなしに拘わらず手
続を進行しなければならず，訴追に協力しない被害者はペナルティを受けるこ
ともある。検察官が，手続に参加しようとしない被害者に対して参加を強いる
とき，被害者は三つの選択肢を有する。加害者に不利な証言をして繰り返され
る暴力のリスクにさらされるか，加害者に有利となるように前の証言を覆して
彼女自身が偽証罪の訴追の対象となるか，そして証言を拒否するかである。証
言を拒否したときには，召喚されたとき証言を拒否した証人と同様に被害者は
法廷侮辱に問われることになろう。
（58）
　推奨者は，このような強制的政策は検察官をＤＶの事例に真剣に取り組ませ，
被害者や子どもに安全をもたらし，加害者が被害者を脅迫して訴追を取り下げ
たり証言を拒否したりさせようとするインセンティブを取り除くことになると
主張する。
（59）
反対者は，被害者の異議や自律を顧みず，そして被害者が訴追を望
まないことの根底にある安全や経済的理由などを無視することになると主張す
る。
（60）
　反対者の主張は，被害者の意思を尊重しないことを理由の基盤としていると
考えられるが，その理由を生じさせる原因は，被害者の加害者に対する恐れ，
報復やさらなる暴力のエスカレート，子どものケアの問題，その後の生活といっ
た様々なものがあると推察されよう。だが，これらの要因によって訴追を取り
下げるとすれば，それは被害者の真に自由な意思によるものではなく，拘束な
いし影響を受けた意思であると考えることができるかも知れない。このような
場合に，被害者の意思を探求することまでは検察官に求められているわけでは
ないと考えることができるかも知れない。そうであるならば，このような被害
者の真の意思を探求することを行なうのはいかなる者が適切であろうか。また，
そのような深層まで探求すること自体について，被害者個人の意思が尊重され
なければならないのではないかと考える。被害者の真の意思を知る方法とその
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適否についても模索・探求していかなければならないと考える。
5．被害者参加の促進
1）政府機関による証拠への関与
　Crawford において最高裁は，被害者が法的に出頭しないままにその陳述を
証拠として採用することは修正 6条に反する
（61）
と判断したが，同判決において
Scalia 判事は次のように表明している。証明力を有する証拠を準備するにあ
たって政府職員が関与することは，その職員が警察あるいは裁判官の側にいる
ことと同様のリスクであることを表している。証拠を準備する際に政府職員が
関与することは，訴追上の濫用の可能性を表している。
（62）
　このように被害者不在のままで訴追手続を進行させることは，被害者の意思
を尊重しないばかりではなく，訴追の濫用の可能性があることが指摘されてい
る。警察や検察に対して被害者が陳述したことを，法廷に被害者が出頭するこ
となしに，それを証拠として採用するのであれば，それは政府職員によって証
拠が作りだされているかも知れないあるいは政府職員によって法廷での手続進
行に都合のいいように証拠が編集されているかも知れないというリスクが指摘
されていると考えられる。
　Crawford において Scalia 判事は「証明力を有する（testimonial）」を定義す
ることを控えたが，
（63）
State v. Davis において最高裁は，修正 6条は証明力を有す
る陳述についてのみ適用されると判示した。
（64）
警察が緊急通報を受け，事態に対
処するために行なった質問に対する被害者の陳述については，そのような状況
下で行なわれた審問に対する陳述は法廷における証明力を有しないと判示し
た。反対に，そのような緊急性がなくそして審問の第一の目的がその後に続く
刑事訴追の可能性に絡んで行なわれるものであるなら，そのような状況下での
陳述は，証拠力を有する陳述であるとした。
（65）
このように緊急事態への対応と刑
事訴追のための証拠準備とは異なったものであることが示されている。
　だが，Thomas 判事はこの二分法を批判している。緊急事態への対応につい
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てと証拠の収集について，警察はしばしば個人を質問するにあたって複数の動
機をもってあたっている。このような事情から，審問の第一の目的は何なのか
を特定することは困難であるかも知れない。
（66）
このように，二つを分解して事態
に当たることは困難であると考えられよう。それら二つの出来事はしばしば同
時に起こるのであると推察されるからであろうから。また，ＤＶの被害者にとっ
ての緊急性は他の刑事事件の被害者のそれとは異なる
（67）
との主張もある。
　Scalia判事が述べたように，ＤＶの法廷において政府が証拠に関与すること
は，訴追の濫用の可能性の問題があるように見受けられる。必要的逮捕や必要
的訴追が広くいき亘っているために，警察はＤＶ事件の可能性に対応すること
が可能であるが，彼らは直ちに法廷に向けての証拠の収集を始めるであろう。
警察は，現場における被害者の態様と法廷で許容され得る陳述の記録との双方
について注意を払うことになる
（68）
との指摘もある。
　警察の緊急事態への対応と訴追に向けた証拠の収集といった二分法は概念上
は可能であるかも知れないが，現実としてはとても困難であると考えられよう。
だが，それぞれの目的による審問によって得られた陳述が「証明力を有する」
かどうか，証拠として採用することができるかどうかを区別することは重要で
あると考える。それは，行政調査によって集められた資料・証拠を刑事手続に
用いてはならないこと，あるいは刑事訴追を目的として資料・証拠の収集を行
なってはならないという問題についてと，共通するものがあると考えることが
できるかも知れないからである。ＤＶの被害者を保護・救済するにあたって行
政機関がなし得ることは少なくないと考えられる。そのとき，被害者に対応し
た際に収集された資料や陳述は，刑事訴追を進行するにあたってとても重要で
有力や資料となると推察されよう。このような事態に対する抑止を準備してお
くべきであると考える。また，被害者不在により，政府職員により証拠がつく
りだされることについての懸念も生じている。これらの懸念を減じるためにも
被害者の参加が必要であると考えることができるかも知れない。
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2）被害者の意見表明の意味
　被害者が法廷不在であることは証拠能力の問題のみならず，被害者の意見の
表明そのものができなくなるという点でも問題である。被害者不在の訴追によ
り女性たちの沈黙の可能性が助長されることとなる。被害者が証言しないこと
によって，常に安全であるかどうかは明らかでないからである。加害者の行為
により常に被害者は証言を拒否することを余儀なくされているかどうかを注意
深く分析すべきである。
（69）
さらに，女性は証言あるいは参加しないことによって
常に安全であるかどうかは明らかでない。被害者がなぜそのような状況になっ
たのかについて多種多様な事情が存する。それらを知らずして，将来の安全を
得ることのできる可能性は低いであろう。そのような事情を知ることができな
いままに被害者不在の訴追を進めるのであれば，それにより被害者たちの沈黙
が助長されることになるであろう。これらの沈黙により，被害者を支援しよう
とする法律や政策との対話が閉ざされてしまうことになるであろう。
（70）
　このようにＤＶの被害者をシステマティックに沈黙させてしまうことは，被
害者の大半が女性であり，そして女性は歴史的に政策的にそして法律的に社会
のなかで従属的であり沈黙させられていたことから，問題である。さらに，従
属的なグループが沈黙させられることは，それによりさらに従属的にせしめ扱
いやすくすることになるため，とても重大なことである。
（71）
対話することは力の
行使である。
（72）
少ないスピーチしか持たない者に対しては，多くのスピーチを持
つ者と比べて，不平等をもたらす。
（73）
話すことが自己表現，認識，参加の一つの
形態としての価値を持つ。
（74）
個人がスピーチできないとき，その者は無視され力
を無くしてしまう。さらに，ある見解に耳が貸されなかったとき，法システム
は真に効果的であるかどうかは確かでなくなるであろう。ＤＶ被害者を沈黙さ
せておくことは，加害者への従属に甘んじさせるばかりでなく，法システムに
も従属させてしまうことになる。被害者不在の訴追について考えるのならば，
三つの重要な問題について明らかにされる必要がある。被害者は刑事法に無視
されていないか，より多く発言することによってＤＶの法律や政策がより効果
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的になるのではないか，そしてＤＶの被害者はその従属的地位に甘んじていな
いかどうかである
（75）
との主張がなされている。
　また，現行のどのような政策が機能しているか，そしてどのような政策がジェ
ンダーによる従属や暴力を永続させているかを見極めることが求められよう。
ある政策はある女性たちにはよく機能するが，他の女性たちにはうまく機能し
ないこともある。ＤＶの被害者に対する私たちの認識も変えなければならない
であろう。被害者を顔の見えないステレオタイプとして捉えるのではなく，多
種多様な事由からくるＤＶの複雑性について理解することを始めなければなら
ない。そのためには被害者との対話が必要となるが，被害者不在の訴追はその
ような対話の可能性を制限することになろう。そしてそれによる沈黙によりＤ
Ｖの政策の効率は制限されることになるであろう
（76）
と指摘される。
　さらに，福祉を受ける母親にとっては法システムが，彼女たちを監督する官
僚による屈服の儀式の一部として，彼女たちを沈黙させるという
（77）
主張もある。
彼女たちは，官僚のやり方に異議を述べると福祉をカットされるというリスク
を負うこともある。システムが，発言した人々にペナルティを与える。沈黙す
ることは生存のための行為なのである。このように福祉を受ける母親の政府官
僚への従属が続くため，沈黙はこれらの女性をより従属に追い込んでいること
になる
（78）
と言われる。
　これらのように，被害者は意見を表明しないことによってさらに被害者とし
ての状況に追い込まれ続けていると考えられる。これらの被害者と対話するた
めに必要なことは，とにかく被害者の声を聴くことであると考えられよう。被
害者の発表を受ける側にとって，その審問が証拠力があるかあるいは証拠とし
て採用できるかどうかという問題よりもまず，被害者の声を聴かなければなら
ないと考えられよう。そのためには，それを聴く者はどのような者（あるいは
機関）が適しているかについて考えなければならない。現行のように法廷にお
いて耐え得るか否かではなく，被害者の保護・救済のためにはいかなる方法に
よって意見を聴くことが適切であるかについて模索・探求していかなければな
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らないと考える。
むすびにかえて
　被害者の自由な意思表明の機会をいかに確保するか，それらを聴く者（ある
いは機関）として誰が適しているかについて考えていかなければならない。そ
のような自由な意思表明を受けて初めて，被害者の真に望んでいることを知る
ことができるであろう。そのような役割を演じる者（機関）は，これまでのよ
うに裁判官や検察官（米国に場合）が適任であろうか。裁判官は法律を適用し
宣言することによって争訟の解決をはかるのであるから，あるいは，対立する
二者双方を言い分を聞いたうえで判断するのであるから，当事者の一方の側に
立ってその真意を確認するについては適任ではないのかも知れない。また，検
察官は公益の擁護・代弁者であって被害者個人を保護・救済することが目的で
はないのでやはり，被害者の立場に立ってその意思を表明するについて適任で
ないかも知れない。だとすれば，それ以外のアクターがその役割を果たすこと
になるが，それはいかなる者（機関）であろうか，日本においては配偶者暴力
相談支援センターがその任にあたる者（機関）かも知れない。そのように行政
機関がこの任を引き受けるとすれば，それは行政機関による個人の人権の実現
への支援・促進となると考えることができるかも知れないので，国家機関と人
権との関係について新たな論理を創りだしていくことが求められるのかも知れ
ない。
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